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議案第75号 児 童 部 5
子供の習い事費用の助成制度における他市の習い事の対象範囲
及び実績

梶 川

議案第75号 児 童 部 7～8 市営岸部中（北）住宅跡地複合施設整備検討の経過 梶 川

議案第75号 児 童 部 9～17 子ども・子育て支援交付金交付要綱（抜粋） 梶 川

議案第76号 健康医療 19
国民健康保険業務の一部委託実施団体一覧（府内中核市及び北
摂他市）

梶 川

議案第76号 健康医療 21～25
令和３年度 第８回政策調整会議
市民課・国民健康保険課・税務部の業務委託について

塩 見

要求委員名
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議案第 75 号参考資料 

総 務 部 危 機 管 理 室 

児童部保育幼稚園室 

（１） 

市営岸部中（北）住宅跡地複合施設整備検討の経過 

 

１ 認定こども園 

（１）従前から市立ことぶき保育園、市立認定こども園岸部第一幼稚園の園舎老朽化や多様なニ

ーズに対応するための施設規模・機能の見直しの必要性を課題として認識 

 

（２）令和 3年（2021年）3月   吹田市公共施設（一般建築物）個別施設計画策定 

〈対策内容と実施時期〉 

    ア ことぶき保育園 

優先的に方向性等の検討を行う施設として位置づけ 

短期的には大規模修繕による長寿命化 

中長期的には幼稚園又は幼稚園型認定こども園との

複合化を検討し、建替え 

   イ 認定こども園岸部第一幼稚園 

優先的に方向性等の検討を行う施設として位置づけ 

大規模修繕による長寿命化 

 

（３）令和 3年（2021年）10月   市営岸部中（北）住宅跡地利活用調査 

    認定こども園整備用地として活用希望を表明 

 

（４）令和３年（2021年）11月～  部内検討 

ア 施設老朽化への対応等 

                      イ 現地建替の課題 

ウ 多様なニーズに対応するための施設規模・機能の見

直し 

エ 両施設近隣の活用可能地と複合化の検討 

 

（５）令和４年（2022年）10月   第２期子ども・子育て支援事業計画中間見直し案作成 

                  児童推計に基づき、教育・保育の量の見込みを下方修正 

 

２ 防災用備蓄倉庫 

（１）「吹田市備蓄計画」に基づき防災用備蓄倉庫の未整備地域において、可及的速やかな整備の

必要性を課題として認識 

 

（２）令和 3年（2021年）3月   吹田市公共施設（一般建築物）個別施設計画策定 

〈基本的な方針〉 

未整備地区についても引き続き必要な整備を進める 
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（２） 

 

（３）令和３年（2021年）8月    恒久的施設の設置場所の検討を進めると同時に、設置場所

が見つかるまでの間、暫定施設の設置場所を検討 

暫定施設として旧岸部診療所の利用について資産経営室

と調整開始 

 

（４）令和 3年（2021年）10月    市営岸部中（北）住宅跡地利活用調査 

恒久的な防災用備蓄倉庫整備用地として活用希望を表明 

 

（５）令和３年（2021年）11月～  部内検討 

 ア 物資等の搬入・搬出時の車両動線 

イ 必要床面積の算定 

                    ウ 要員調整、荷捌き等必要な機能の検討 

 

（６）令和４年（2022 年）12 月   旧岸部診療所を活用し、片山・岸部地域の暫定施設の供用

を開始 

 

３ 複合施設 

（１）令和４年（2022年）５月   庁内検討 

    ～令和５年（2023 年）１月  ア 新規施設整備の必要性 

                   イ  複合化と整備用地の有効活用 

                   ウ  整備内容及び発注方法 

 

（２）令和５年（2023年）２月   公共施設最適化推進委員会で施設の方向性を確認 

ことぶき保育園及び認定こども園岸部第一幼稚園につ

いては、両施設の統合による建替を行う方がより効率的

な施設管理・運営が可能であり、両施設を統合した認定

こども園を整備するとともに、恒久化を目指す防災用備

蓄倉庫との複合施設として整備 

 

（３）令和５年（2023年）５月   令和５年度（2023年度）７月補正予算に係る実施計画・ 

予算の要求 

 

（４）令和５年（2023年）６月   令和５年度（2023年度）７月補正予算に係る実施計画・ 

予算の承認 

 

（５）令和５年（2023年）７月   令和５年７月定例会に関連予算を提案 
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令和４年１０月２０日

第二十次改正 府子本第１００４号

令和４年１１月２９日

第二十一次改正 府 子 本 第 ６ １ 号

令 和 ５ 年 ２ 月 ９ 日

各 都道府県知事 殿

内 閣 総 理 大 臣

子ども・子育て支援交付金の交付について

標記の交付金については、別紙「子ども・子育て支援交付金交付要綱」により行うこ

ととし、平成２８年４月１日から適用することとしたので通知する。

なお、各都道府県知事におかれては、貴管内市町村（特別区を含む。）に対してこの

旨通知されたい。

議案第75号参考資料
児童部子育て政策室子ども・子育て支援交付金交付要綱（抜粋）

(1)
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別紙

子ども・子育て支援交付金交付要綱

（通則）

第１条 子ども・子育て支援交付金については、予算の範囲内において交付するものと

し、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）

及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５

５号。以下「適正化法施行令」という。）の定めによるほか、この要綱の定めるとこ

ろによる。

（交付の目的）

第２条 この交付金は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第６１条の

規定に基づき市町村（特別区を含む。以下同じ。）が策定する市町村子ども・子育て

支援事業計画（以下「事業計画」という。）に基づく措置のうち、同法第５９条に規

定する地域子ども・子育て支援事業に要する経費に充てるため交付することにより、

子ども・子育て支援の着実な推進を図ることを目的とする。

（交付の対象）

第３条 この交付金の交付の対象（以下「交付対象事業」という。）は、事業計画に基

づいて実施される次の事業とする。

（１）利用者支援事業

「利用者支援事業の実施について」（平成２７年５月２１日府子本第８３号、２

７文科初第２７０号、雇児発０５２１第１号）の別紙に定める利用者支援事業

（２）延長保育事業

「延長保育事業の実施について」（平成２７年７月１７日雇児発０７１７第１０

号）の別紙に定める延長保育事業

（３）実費徴収に係る補足給付を行う事業

「実費徴収に係る補足給付を行う事業の実施について」（平成２７年７月１７日

府子本第８１号、２７文科初第２４０号、雇児発０７１７第５号）の別紙に定める

実費徴収に係る補足給付を行う事業

（４）多様な事業者の参入促進・能力活用事業

「多様な事業者の参入促進・能力活用事業の実施について」（平成２７年７月１

７日府子本第８８号、２７文科初第２３９号、雇児発０７１７第６号）の別紙に定

める多様な事業者の参入促進・能力活用事業

（５）放課後児童健全育成事業

「放課後児童健全育成事業の実施について」（平成２７年５月２１日雇児発０５

２１第８号）の別紙に定める放課後児童健全育成事業

（６）子育て短期支援事業

(2)
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「子育て短期支援事業の実施について」（平成２６年５月２９日雇児発０５２９

第１４号）の別紙に定める子育て短期支援事業

（７）乳児家庭全戸訪問事業

「乳児家庭全戸訪問事業の実施について」（平成２６年５月２９日雇児発０５２

９第３２号）の別紙に定める乳児家庭全戸訪問事業

（８）養育支援訪問事業

「養育支援訪問事業の実施について」（平成２６年５月２９日雇児発０５２９第

３３号）の別紙に定める養育支援訪問事業

（９）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

「子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業の実施について」（平成２６年５

月２９日雇児発０５２９第３４号）の別紙に定める子どもを守る地域ネットワーク

機能強化事業

（10）地域子育て支援拠点事業

「地域子育て支援拠点事業の実施について」（平成２６年５月２９日雇児発０５

２９第１８号）の別紙に定める地域子育て支援拠点事業

（11）一時預かり事業

「一時預かり事業の実施について」（平成２７年７月１７日２７文科初第２３８

号、雇児発０７１７第１１号）の別紙に定める一時預かり事業

（12）病児保育事業

「病児保育事業の実施について」（平成２７年７月１７日雇児発０７１７第１２

号）の別紙に定める病児保育事業

（13）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

「子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）の実施につ

いて」（平成２６年５月２９日雇児発０５２９第１７号）の別紙に定める子育て援

助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

（交付額の算定方法）

第４条 この交付金の交付額は、別紙の第２欄に定める区分ごとに、次により算出され

た額の合計額とする。ただし、算出された区分ごとの合計額に１，０００円未満の端

数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

（１）第２欄の各区分ごとに、第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支

出額を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額

とを比較して少ない方の額を選定する。

（２）第２欄の各区分ごとに、（１）により選定された額に第５欄に定める国の負担割

合を乗じて得た額の合計額を交付額とする。

（交付の条件）

第５条 この交付金の交付の決定には次の条件が付されるものとする。

（１）交付対象事業に要する経費については、別紙様式２の別表１及び別紙様式４にお

ける「特定分」、「一般分」、「その他分」及び「特例措置分」の区分を超えて配分の

(3)
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変更を行うことはできない。

（２）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、内閣総理大臣の承認

を受けなければならない。

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、内閣総理大臣の承認を受けなければなら

ない。

（４）事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械、器具及

びその他の財産については、適正化法施行令第１４条第１項第２号の規定により、

内閣総理大臣が別に定める期間を経過するまで、内閣総理大臣の承認を受けないで、

この交付金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は

廃棄してはならない。

（５）内閣総理大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を国庫に返納させることがある。

（６）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなけれ

ばならない。

（７）事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方

消費税仕入控除税額が確定した場合は、別紙様式８により速やかに内閣総理大臣に

報告しなければならない。なお、交付対象事業者が全国的に事業を展開する組織の

一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行

わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合

は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。また、内閣総理大

臣は報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を国庫に納付させる

ことがある。

（８）この交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式１による

調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、か

つこれらを交付金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にはそ

の承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の財産が

ある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適化法施

行令第１４条第１項第２号の規定により内閣総理大臣が別に定める期間を経過する日

のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。

（９）市町村は、市町村以外の者が行う交付対象事業に対して、この交付金をその財源

の一部とする補助金等を交付する場合には、間接補助事業者に対して（１）から（８）

までに掲げる条件を付さなければならない。

この場合において、（２）、（３）、（４）、（５）、（７）及び（８）中「内閣総理大

臣」とあるのは「市町村長」と、（５）及び（７）中「国庫」とあるのは「市町村」

と、（４）及び（８）中「交付金」とあるのは「補助金等」と読み替えるものとす

る。

(4)
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（申請手続）

第６条 この交付金の交付の申請は、次により行うものとする。

（１）市町村長は、別紙様式２による申請書を都道府県知事が別に定める日までに都道

府県知事に提出するものとする。

（２）都道府県知事は、市町村から（１）の申請書の提出があった場合には、必要な審

査を行い、適正と認めたときはこれを取りまとめの上、別紙様式３と併せて別に定

める日までに内閣総理大臣に提出するものとする。

（変更交付申請）

第７条 この交付金の交付決定後の事情の変更により、申請の内容を変更して追加交付

申請等を行う場合には、前条に定める申請手続に従い、別に定める日までに行うもの

とする。

（交付決定）

第８条 国は、交付申請書又は変更交付申請書が到達した日から起算して原則として２

か月以内に交付の決定又は決定の変更を行うものとする。

２ 都道府県知事は内閣総理大臣の交付決定又は決定の変更があったときは、市町村に

対し別紙様式４により、速やかに決定内容及びこれに付された条件を通知すること。

３ 市町村は、交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があることにより、

交付の申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を受けた日から１５日以内

にその旨を記載した書面を内閣総理大臣に提出しなければならない。

（交付金の概算払）

第９条 内閣総理大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の

範囲内において概算払をすることができる。

（実績報告）

第１０条 この交付金の事業実績の報告は、次により行うものとする。

（１）市町村長は、毎年４月１０日（第５条の（３）により事業の中止又は廃止の承認

を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１か月を経過した日）までに別

紙様式５による報告書を都道府県知事に提出するものとする。

（２）都道府県知事は、市町村から（１）の報告書の提出があった場合には、必要な審

査を行い、適正と認めたときはこれを取りまとめの上、別紙様式６と併せて毎年４

月末日までに内閣総理大臣に提出するものとする。

（額の確定）

第１１条 都道府県知事は内閣総理大臣の確定通知があったときは、市町村に対し別紙

様式７により、速やかに確定の通知を行うこと。

(5)
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（交付金の返還）

第１２条 内閣総理大臣は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその

額を超える交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について

国庫に返還することを命ずる。

（その他）

第１３条 特別の事情により、第４条、第６条、第７条及び第１０条に定める算定方法

又は手続によることができない場合には、あらかじめ内閣総理大臣の承認を受けてそ

の定めるところによるものとする。

(6)

 14 



別紙（一時預かり事業分抜粋 令和5年度改正予定反映）
１事業 ２区分 ４対象経費 ５負担割合

一時預 一時預 １ 運営費 一時預か 国
かり事 かり事 （１）一般型 り事業の 1/3
業   業（一 ア 一般型対象児童（イ～エを除く）（１か所当たり年額） 実施に必

般分） (ｱ) 基本分 要な費用 都道
①  保育従事者がすべて保育士又は１日当たり平均利用 府県

児童数概ね３人以下の施設において保育士とみなされ 1/3
た家庭的保育者と同等の研修を修了した者の場合。

年間延べ利用児童数 市町村
300人未満 1/3
300人以上900人未満
900人以上1,500人未満
1,500人以上2,100人未満
2,100人以上2,700人未満
2,700人以上3,300人未満
3,300人以上3,900人未満
3,900人以上4,500人未満
4,500人以上5,100人未満
5,100人以上5,700人未満
5,700人以上6,300人未満
6,300人以上6,900人未満
6,900人以上7,500人未満
7,500人以上8,100人未満
8,100人以上8,700人未満
8,700人以上9,300人未満
9,300人以上9,900人未満
9,900人以上10,500人未満
10,500人以上11,100人未満
11,100人以上11,700人未満
11,700人以上12,300人未満
12,300人以上12,900人未満
12,900人以上13,500人未満
13,500人以上14,100人未満
14,100人以上14,700人未満
14,700人以上15,300人未満
15,300人以上15,900人未満
15,900人以上16,500人未満
16,500人以上17,100人未満
17,100人以上17,700人未満
17,700人以上18,300人未満
18,300人以上18,900人未満
18,900人以上19,500人未満
19,500人以上20,100人未満
※20,100人以上の場合は別途協議

45,375,000円
46,827,000円

26,499,000円
27,951,000円
29,403,000円
30,855,000円
32,307,000円

48,279,000円

17,787,000円
19,239,000円

25,047,000円

42,471,000円
43,923,000円

35,211,000円
36,663,000円
38,115,000円
39,567,000円
41,019,000円

22,143,000円

33,759,000円

20,691,000円

23,595,000円

13,431,000円
14,883,000円
16,335,000円

３基準額

基準額
2,751,000円
3,051,000円

6,171,000円

3,267,000円
4,719,000円

7,623,000円
9,075,000円

10,527,000円
11,979,000円

(7)
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１事業 ２区分 ４対象経費 ５負担割合３基準額
②   ①以外（地域密着Ⅱ型を含む）の場合

年間延べ利用児童数
300人未満
300人以上900人未満
900人以上1,500人未満
1,500人以上2,100人未満
2,100人以上2,700人未満
2,700人以上3,300人未満
3,300人以上3,900人未満
3,900人以上4,500人未満
4,500人以上5,100人未満
5,100人以上5,700人未満
5,700人以上6,300人未満
6,300人以上6,900人未満
6,900人以上7,500人未満
7,500人以上8,100人未満
8,100人以上8,700人未満
8,700人以上9,300人未満
9,300人以上9,900人未満
9,900人以上10,500人未満
10,500人以上11,100人未満
11,100人以上11,700人未満
11,700人以上12,300人未満
12,300人以上12,900人未満
12,900人以上13,500人未満
13,500人以上14,100人未満
14,100人以上14,700人未満
14,700人以上15,300人未満
15,300人以上15,900人未満
15,900人以上16,500人未満
16,500人以上17,100人未満
17,100人以上17,700人未満
17,700人以上18,300人未満
18,300人以上18,900人未満
18,900人以上19,500人未満
19,500人以上20,100人未満
※20,100人以上の場合は別途協議

(ｲ) 基幹型施設加算

イ 特別利用保育等対象児童（児童１人当たり日額）
（ 子ども・子育て支援法第２８条第１項第２号に規定する

特別利用保育の提供を受ける児童及び第３０条第１項第
２号に規定する特別利用地域型保育の提供を受ける児
童。）

36,698,000円

45,086,000円
46,484,000円

38,096,000円
39,494,000円
40,892,000円
42,290,000円
43,688,000円

29,708,000円
31,106,000円
32,504,000円
33,902,000円
35,300,000円

22,718,000円
24,116,000円
25,514,000円
26,912,000円
28,310,000円

15,728,000円
17,126,000円
18,524,000円
19,922,000円
21,320,000円

1,150.000円

基準額
2,751,000円
2,934,000円

7,340,000円
8,738,000円

10,136,000円
11,534,000円

3,146,000円
4,544,000円
5,942,000円

12,932,000円
14,330,000円

(8)
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１事業 ２区分 ４対象経費 ５負担割合３基準額
(ｱ) 平日分 400円
(ｲ) ⾧期休業日（８時間未満） 400円
(ｳ) ⾧期休業日（８時間以上） 800円
(ｴ) 休日分（土曜日、日曜日及び国民の休日等の利用）

800円
(ｵ) ⾧時間加算
（ (ｱ)(ｲ)については４時間（又は特別利用保育等として

提供される時間との合計が８時間）、(ｳ)(ｴ)について
は８時間を超えた利用）
 ・超えた利用時間が２時間未満 100円
 ・超えた利用時間が２時間以上３時間未満 200円
 ・超えた利用時間が３時間以上 300円

ウ 緊急一時預かり対象児童（児童１人当たり日額）

エ 特別支援児童（障害児・多胎児）加算
       （児童１人当たり日額）

（２）幼稚園型Ⅰ 【略】

（３）幼稚園型Ⅱ 【略】

（４）余裕活用型（児童１人当たり日額）
ア 基本分 2,400円
イ 特別支援児童（障害児・多胎児）加算

      （児童１人当たり日額）  3,600円
（５）居宅訪問型（児童１人当たり日額）

ア イの緊急一時預かり対象児童以外の児童
        利用時間４時間以上 9,000円
        利用時間４時間未満 4,500円

イ 緊急一時預かり対象児童
        利用時間４時間以上 12,100円
        利用時間４時間未満 6,050円

ウ 特別支援児童（障害児・多胎児）加算
      （児童１人当たり日額）  3,600円

２ 開設準備経費（１か所当たり年額）
（１）改修費等 4,000,000円
（２）礼金及び賃借料（開設前月分）  600,000円

※ （１）（２）とも令和５年度に支払われたものに限る。
※ （２）は一般型に限る。

一時預 １  運営費の事務経費加算（一般型に限る） 2,670,000円 一時預か
かり事 り事業の
業（そ 実施に必
の他  要な費用
分） 

4,400円

3,600円

(9)
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案
第
7
6
号
参
考
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料

健
康
医
療
部
国
民
健
康
保
険
課

豊
中
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八
尾
市

東
大
阪
市

池
田
市

箕
面
市

各
種
届
出
書
・
申
請
書
の

受
付

・
届
出
・
申
請
内
容
等
の
確
認
を
行
う
こ
と
。
届
出
・
申
請
内
容
等
が

不
十
分
な
と
き
は
、
適
宜
加
筆
、
修
正
等
を
求
め
る
こ
と
。

・
届
出
書
・
申
請
に
必
要
な
添
付
書
類
が
添
付
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か

の
確
認
を
行
う
こ
と
。
添
付
書
類
が
不
足
又
は
不
適
当
な
場
合
は
、
適

宜
差
替
え
等
を
求
め
る
こ
と
。

○
○

○
○

○

被
保
険
者
台
帳
等
へ
の

記
載

・
届
出
書
・
申
請
内
容
を
被
保
険
者
台
帳
等
へ
記
載
す
る
こ
と
。
（
端

末
の
入
出
力
の
操
作
を
含
む
。
）

○
○

○
○

○

被
保
険
者
証
等
の
作
成

・
市
職
員
に
よ
る
被
保
険
者
証
等
の
交
付
の
決
定
を
受
け
て
、
請
求
者

に
交
付
す
る
被
保
険
者
証
等
を
作
成
す
る
こ
と
。
（
端
末
の
入
出
力
の

操
作
を
含
む
。
）

○
○

○
○

○

被
保
険
者
証
等
の

引
渡
し
業
務

・
作
成
さ
れ
た
被
保
険
者
証
等
を
窓
口
に
お
い
て
請
求
者
に
手
交
す
る

こ
と
。
ま
た
、
被
保
険
者
証
等
を
郵
便
等
に
よ
り
送
付
す
る
場
合
に
お

い
て
、
発
送
の
た
め
の
一
連
の
業
務
を
行
う
こ
と
。

○
○

○
○

○

そ
の
他
補
助
的
業
務

・
上
記
以
外
の
事
実
上
の
行
為
。

○
○

○
○

○

国
民
健
康
保
険
業
務
の
一
部
委
託
実
施
団
体
一
覧
（
府
内
中
核
市
及
び
北
摂
他
市
）

民
間
事
業
者
に
委
託
す
る
こ
と
が
可
能
な
業
務
（
平
成
21
年
(2
00
9年

)厚
生
労
働
省
発
出
）

※
総
務
省
「
民
間
委
託
を
実
施
し
て
い
る
地
方
公
共
団
体
の
各
種
情
報
を
整
理
し
た
デ
ー
タ
シ
ー
ト
（
令
和
元
年
（
2
0
1
9
年
）
5
月
1
日
時
点
）
」
を
も
と
に
聴
き
取
り
を

　
行
い
、
令
和
5年

（
20
23
年
）
5月

時
点
の
情
報
に
修
正

（1
）
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令和３年（2021年）12月15日 
午 前 ９ 時 ～ 午 前 1 0時 
於：高層棟４階  特別会議室 
市 民 部   市 民 課 
健康医療部  国民健康保険課 
税 務 部   税 制 課 

資 産 税 課  
市 民 税 課  
納 税 課 
債 権 管 理 課      

 

令和３年度 第８回政策調整会議 

 市民課・国民健康保険課・税務部の業務委託について 

 

１ 概要  

  地方公共団体における窓口関連業務に関して、平成18年（2006年）９月に総務省

が「公共サービス改革基本方針」（最近改訂令和３年（2021年）７月９日）を策定し

たことを契機に、民間事業者が担うことができる窓口関連業務について各府省庁が一

定の範囲を示し、より良質かつ低廉な公共サービスの実現を目指した公共サービスの

改革推進が求められています。 

本市においても、平成31年（2019年）４月に「業務プロセスの改善に関する基

本的な考え方」を策定し、持続可能な行政運営を進めるとともに、職員のワーク・

ライフ・バランスの実現を図るための取組を進めています。その方向性の１つとし

て、業務のプロセス等を見直した上で、民間事業者の専門性やノウハウが活用でき

る業務については委託を進めるなど、民間活力の導入を行うこととしており、国民

年金や介護保険に関する窓口業務については、既に委託しています。しかし、人口

減少による働き手不足などにより、今後ますます、限られた人的・財政的資源を有

効に生かし、その中で新たな課題に取り組む業務体制の構築が必要となることが想

定されるため、取組の加速化が必要です。 

以上のことから、民間事業者が担うことが適している業務を精査の上、業務委託

を進めるものです。 

なお、業務プロセスの改善や民間事業者が担うことが適している業務の精査など

については、国が進めるシステムの標準化（目標時期：令和７年度（2025年度））

を踏まえたものとします。そのため、システムの標準化と合わせて、コンサルタン

ト事業者の支援を受けることとします。 

 

 

 

 

資 料 １－１ 

市民課、国民健康保険課及び税務部において、限られた人的・財政的資源を有効

に活用し、効果的かつ効率的で持続可能な市民サービスを提供するため、国が示す

民間事業者が担うことができる業務のうち、民間事業者が担うことが適している業

務を精査の上、業務委託を進めるものです。 
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２ 委託業務の内容（概要）  

 

（１）市民課【資料１－２のとおり】 

資料１－２のうち、No.1「各種証明書の郵送請求業務」を以下「郵送請求業務」

という。No.2以下の業務を以下「その他の業務」という。 

 

（２）国民健康保険課【資料１－３のとおり】 

 

（３）税務部【資料１－４のとおり】 

  

 

３ スケジュール  

 

 市民課 国民健康保険課 税務部 

令和４年度 

（2022年度） 

 

４月～５月 

コンサルタント事業者 

        選定・契約 

６月～７月 業務委託事業者選定 

 

９月   業務委託契約 

12月  郵送請求業務委託開始 

４月～７月 

 コンサルタント事業者選定 

 

８月 コンサルタント業務契約 

４月～７月 

 コンサルタント事業者選定   

 

８月 コンサルタント業務契約 

令和５年度 

（2023年度） 

 

 

10月 その他の業務委託開始 

     （年金業務含む） 

４月～ 業務委託事業者 

選定・契約 

    研修・引継ぎ 

２月 業務委託開始 

４月～ 業務委託事業者 

選定・契約 

研修・引継ぎ 

２月 業務委託開始 

 

（１）市民課 

郵送請求業務及びその他の業務を一括して業務委託する事業者を、令和4年６月に

プロポーザル方式により選定します。令和４年12月に郵送請求業務、令和５年10月

にその他の業務の委託を開始します。 

郵送請求業務は、その他の業務と切り離して一連の事務処理を行うことができま

す。また、窓口請求業務と同様の事務処理が多いことや、その他の業務においても

必要となる住民記録システムの操作を行うことなどから、その他の業務の委託を進

めるに当たっての、スムーズな引継ぎが期待できます。以上のことから、まずは郵

送請求業務の委託を、その他の業務に先行して行います。 

なお、令和４年６月に業務委託事業者の選定を行うため、民間事業者が担うことが

適している業務の精査などについては職員が行います。 

 

（２）国民健康保険課 

令和３年度から、業務プロセスの改善や民間事業者が担うことが適している業務

の精査などを行い、令和５年４月から、プロポーザル方式により業務委託事業者の

選定・契約手続きを開始します。業務委託事業者と契約後、研修・引継ぎなどを行

い、令和６年２月に業務委託を開始します。 

 

 

 

 

（２） 
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（３）税務部 

令和３年度から、業務プロセスの改善や民間事業者が担うことが適している業務

の精査などを行い、令和５年４月から、業務委託事業者の選定・契約手続きを開始

します。業務委託事業者と契約後、研修・引継ぎなどを行い、令和６年２月に業務

委託を開始します。 

 

 

４ 業務体制への影響、委託料（概算）  

資料１－５のとおり 

 

 

 

（３） 

 23 



※令和６年２月委託開始予定。

備考

1 資格得喪窓口受付及び入力、被保険者証等交付業務

2 被保険者証管理業務

3 資格関係リスト処理業務
日次・月次処理

4 所得申告書受付及び入力業務

5 保険料減免受付及び入力業務

6 他市照会業務

7 保険料更正業務

8 住所地特例処理業務

9 通知書などの登録住所以外への発送申請書受付及び入力処理業務

10 保険料　口座振替申込受付登録・過誤納還付・収納・納付額確認書発行業務

11 保険給付に係る各種届出書・申請書の受付、入力及び限度額認定証等の交付業務

12 特定健診受診票（券）等の交付・再交付業務

13 その他窓口受付・応対業務
内容による

14 電話応対、郵便物開封・封緘・発送処理、書類整理、届出書等書類印刷、在庫管理など
内容による

【国民健康保険課】委託業務の内容（概要）

国民健康保険・後期高齢者医療

業務内容

 （４）

資料１－３
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